
魚津市告示第132号 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金

交付要綱の一部改正について 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金交付要綱（

令和５年魚津市告示第83号）の一部を次のように改正する。 

 

令和８年５月13日 

 

魚津市長　　村椿　晃



 改正後 改正前

 第１条－第18条　（略） 第１条－第18条　（略）

 別表（第３条、第４条関係） 

重点対策加速化事業 

（１）－（７）　（略） 

（８）　高効率空調機器　【別記１】

別表（第３条、第４条関係） 

重点対策加速化事業 

（１）－（７）　（略） 

（８）　高効率空調機器　【別記１】

 様式第１号（第４条関係）　【別記２】 

様式第１号　別紙１　【別記３】 

様式第１号　別紙２　（略） 

様式第１号　別紙３　【別記４】 

様式第１号　別紙４　【別記５】 

様式第１号　別紙５－様式第３号　（略）

様式第１号（第４条関係）　【別記２】 

様式第１号　別紙１　【別記３】 

様式第１号　別紙２　（略） 

様式第１号　別紙３　【別記４】 

様式第１号　別紙４　【別記５】 

様式第１号　別紙５－様式第３号　（略）

 様式第３号　別紙１　【別記６】 

様式第３号　別紙２　【別記７】 

様式第３号　別紙３　【別記８】 

様式第３号　別紙４－様式第６号　（略）

様式第３号　別紙１　【別記６】 

様式第３号　別紙２　【別記７】 

様式第３号　別紙３　【別記８】 

様式第３号　別紙４－様式第６号　（略）

 様式第７号（第11条関係）　【別記９】 様式第７号（第11条関係）　【別記９】

 様式第８号－様式第10号　（略） 様式第８号－様式第10号　（略）



【別記１】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正後 

 

（８）　高効率空調機器 

 

 

補助金の目的

事業の用に供する高効率空調機器の設置費用の一部を補助する

ことによりエネルギー消費を抑制し、二酸化炭素の排出抑制を目

的とする。

 補助対象者 事業所に高効率空調機器を設置する者

 

補助対象事業

次に掲げる要件を全て満たすものとする。  
１　既設の空調機器を撤去し、新規に購入する機器に更新するこ

と。  
２　既設の空調機器に対して、更新後の空調機器が30％以上の省

エネ効果が得られること。  
３　市内に設置されるものであること。  
４　他の法令又は予算制度に基づき国の負担又は補助を得て実施

する事業でないこと。  
５　魚津市省エネ診断等支援事業補助金交付要綱（令和８年魚津

市告示第131号）第２条第１号に定める省エネ診断等（以下「省

エネ診断等」という。）を受けていること。  
６　過去に高効率空調機器の設置に関し、市の補助を受けていな

いこと。
 

補助率 補助対象経費の１／２（上限300万円）

 

交付  
申請書

様式 様式第１号

 提出

期限
交付申請をする日の属する年度の１月末まで

 

添付

書類

１　事業計画書（様式第１号別紙９）  
２　申請者の登記事項証明書の写し  
３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
４　補助対象設備の見積書の写し  
５　従来の空調機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が得られる

ことを証明するもの（様式任意）  
６　５の数字の根拠が分かる書類（様式任意）  
７　補助対象設備の設置場所の分かる図面等  
８　令和７年１月１日以降に省エネ診断等を申請したことが分か

る書類  
９　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

実績  
報告書

様式 様式第８号

 提出

期限
交付申請をする日の属する年度の３月末まで

 

添付

書類

１　実績報告書個票（高効率空調機器）  
２　高効率空調機器設置前後の写真（更新の様子が確認できるも

の）  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　省エネ診断等の診断結果の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
その他

30日以内の期間において完了した事業の場合、実績報告書の添

付書類も添えて交付申請を行うことができる。



【別記１】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　改正前 

 

（８）　高効率空調機器 
 

補助金の目的

事業の用に供する高効率空調機器の設置費用の一部を

補助することによりエネルギー消費を抑制し、二酸化炭

素の排出抑制を目的とする。
 補助対象者 事業所に高効率空調機器を設置する者
 

補助対象事業

次に掲げる要件を全て満たすものとする。 

１　既設の空調機器を撤去し、新規に購入する機器に更

新すること。 

２　既設の空調機器に対して、更新後の空調機器が30％

以上の省エネ効果が得られること。 

３　市内に設置されるものであること。 

４　他の法令又は予算制度に基づき国の負担又は補助を

得て実施する事業でないこと。

 

補助率

補助対象経費の１／２ 

（上限額：総事業費５千万円未満の場合：１千万円） 

　　　　　総事業費５千万円以上の場合：２千万円）
 

交付 

申請書

様式 様式第１号

 提出

期限
交付申請をする日の属する年度の１月末まで

 

添付

書類

１　事業計画書（様式第１号別紙９） 

２　申請者の登記事項証明書の写し 

３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２） 

４　補助対象設備の見積書の写し 

５　従来の空調機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が

得られることを証明するもの（様式任意） 

６　５の数字の根拠が分かる書類（様式任意） 

７　補助対象設備の設置場所の分かる図面等 

８　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書

類
 

実績 

報告書

様式 様式第８号

 提出

期限
交付申請をする日の属する年度の３月末まで

 

添付

書類

１　実績報告書個票（高効率空調機器） 

２　高効率空調機器設置前後の写真（更新の様子が確認

できるもの） 

３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し 

４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書

類
 

その他
30日以内の期間において完了した事業の場合、実績報

告書の添付書類も添えて交付申請を行うことができる。



【別記２】 

様式第１号（第４条関係） 

年　　月　　日 

 

魚津市長　　　　　　　宛 

 

（申請者）郵便番号　　　　　　　　　　　　　 

住所又は所在地　　　　　　　　　　 

ふりがな　　　　　　　　　　　　　 

氏名又は名称　　　　　　　　　　　 

電話番号　　　　　　　　　　　　　 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金交付申請書 

 

　魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金の交付を受

けたいので、次のとおり申請します。 

 

１　申請する補助金の種類と交付申請額 

 

２　事業期間 

　　　　　年　　月　　日　から　　　　年　　月　　日　まで 

 

３　本件担当者の氏名、連絡先等（申請者が法人の場合のみ） 

 

 補助金の種類 交付申請額

 
①自家消費型太陽光発電設備（ＰＰＡ） 　　　　　　　　　円

 
②ＰＰＡ事業用蓄電池　※①の付帯設備 　　　　　　　　　円

 
③自家消費型太陽光発電設備（公共施設ＰＰＡ） 　　　　　　　　　円

 
④自家消費型太陽光発電設備（自己所有者用） 　　　　　　　　　円

 
⑤自己所有事業用蓄電池　※④の付帯設備 　　　　　　　　　円

 
⑥高効率給湯器（自己所有） 　　　　　　　　　円

 
⑦高効率給湯器（リース） 　　　　　　　　　円

 
⑧高効率空調機器 　　　　　　　　　円

 
補助申請額合計 　　　　　　　　　円

 
担当者所属 電話番号

 
担当者氏名 E-Mail

改正後



【別記２】

４　添付書類 
 

①自家消費型  
太陽光発電設備

（ＰＰＡ）

１　事業計画書（様式第１号別紙１）  
２　申請者の登記事項証明書の写し  
３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
４　補助対象設備の見積書の写し  
５　太陽光発電設備設置に係る誓約書（様式第１号別紙５）  
６　ＰＰＡ事業実施に係る承諾書（様式第１号別紙７）  
７　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
②ＰＰＡ事業用  

蓄電池  
※①の付帯設備

１　事業計画書（様式第１号別紙３）  
２　補助対象設備の見積書の写し  
３　蓄電池の設置に係る誓約書（様式第１号別紙６）  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

③自家消費型  
太陽光発電設備  

（公共施設ＰＰＡ）

１　事業計画書（様式第１号別紙１）  
２　申請者の登記事項証明書の写し  
３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
４　補助対象設備の見積書の写し  
５　太陽光発電設備設置に係る誓約書（様式第１号別紙５）  
６　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

④自家消費型  
太陽光発電設備

（自己所有者用）

１　事業計画書（様式第１号別紙１）  
２　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
３　補助対象設備の見積書の写し  
４　太陽光発電設備設置に係る誓約書（様式第１号別紙５）  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
⑤自己所有  

事業用蓄電池  
※④の付帯設備

１　事業計画書（様式第１号別紙２）  
２　補助対象設備の見積書の写し  
３　蓄電池の設置に係る誓約書（様式第１号別紙６）  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑥高効率給湯器

（自己所有）

１　事業計画書（様式第１号別紙４）  
２　補助対象経費が分かる見積書の写し  
３　従来の給湯機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が得ら

れることを証明するもの（様式第１号別紙８）  
４　３の数字の根拠が分かる書類（カタログ等）  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑦高効率給湯器  
（リース）

１　事業計画書（様式第１号別紙４）  
２　補助対象経費が分かる見積書の写し  
３　従来の給湯機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が得ら

れることを証明するもの（様式第１号別紙８）  
４　３の数字の根拠が分かる書類（カタログ等）  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑧高効率空調機器

１　事業計画書（様式第１号別紙９）  
２　申請者の登記事項証明書の写し  
３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
４　補助対象設備の見積書の写し  
５　従来の空調機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が得ら

れることを証明するもの（様式任意）  
６　５の数字の根拠が分かる書類（様式任意）  
７　補助対象設備の設置場所のわかる図面等  
８　令和７年１月１日以降に省エネ診断等を申請したことが

分かる書類  
９　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類



【別記２】 

様式第１号（第４条関係） 

年　　月　　日 

 

魚津市長　　　　　　　宛 

 

（申請者）郵便番号　　　　　　　　　　　　　 

住所又は所在地　　　　　　　　　　 

ふりがな　　　　　　　　　　　　　 

氏名又は名称　　　　　　　　　　　 

電話番号　　　　　　　　　　　　　 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金交付申請書 

 

　魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金の交付を受

けたいので、次のとおり申請します。 

 

１　申請する補助金の種類と交付申請額 

 

２　事業期間 

　　　　　年　　月　　日　から　　　　年　　月　　日　まで 

 

３　本件担当者の氏名、連絡先等（申請者が法人の場合のみ） 

 補助金の種類 交付申請額

 
①自家消費型太陽光発電設備（ＰＰＡ） 　　　　　　　　　円

 
②ＰＰＡ事業用蓄電池　※①の付帯設備 　　　　　　　　　円

 
③自家消費型太陽光発電設備（公共施設ＰＰＡ） 　　　　　　　　　円

 
④自家消費型太陽光発電設備（自己所有者用） 　　　　　　　　　円

 
⑤自己所有事業用蓄電池　※④の付帯設備 　　　　　　　　　円

 
⑥高効率給湯器（自己所有） 　　　　　　　　　円

 
⑦高効率給湯器（リース） 　　　　　　　　　円

 
⑧高効率空調機器 　　　　　　　　　円

 
補助申請額合計 　　　　　　　　　円

 
担当者所属 電話番号

 
担当者氏名 E-Mail

改正前



【別記２】 

４　添付書類 
 

①自家消費型  
太陽光発電設備

（ＰＰＡ）

１　事業計画書（様式第１号別紙１）  
２　申請者の登記事項証明書の写し  
３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
４　補助対象設備の見積書の写し  
５　太陽光発電設備設置に係る誓約書（様式第１号別紙５）  
６　ＰＰＡ事業実施に係る承諾書（様式第１号別紙７）  
７　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
②ＰＰＡ事業用  

蓄電池  
※①の付帯設備

１　事業計画書（様式第１号別紙３）  
２　補助対象設備の見積書の写し  
３　蓄電池の設置に係る誓約書（様式第１号別紙６）  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

③自家消費型  
太陽光発電設備  

（公共施設ＰＰＡ）

１　事業計画書（様式第１号別紙１）  
２　申請者の登記事項証明書の写し  
３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
４　補助対象設備の見積書の写し  
５　太陽光発電設備設置に係る誓約書（様式第１号別紙５）  
６　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

④自家消費型  
太陽光発電設備

（自己所有者用）

１　事業計画書（様式第１号別紙１）  
２　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
３　補助対象設備の見積書の写し  
４　太陽光発電設備設置に係る誓約書（様式第１号別紙５）  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
⑤自己所有  

事業用蓄電池  
※④の付帯設備

１　事業計画書（様式第１号別紙２）  
２　補助対象設備の見積書の写し  
３　蓄電池の設置に係る誓約書（様式第１号別紙６）  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑥高効率給湯器

（自己所有）

１　事業計画書（様式第１号別紙４）  
２　補助対象経費が分かる見積書の写し  
３　従来の給湯機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が得ら

れることを証明するもの（様式第１号別紙８）  
４　３の数字の根拠が分かる書類（カタログ等）  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑦高効率給湯器  
（リース）

１　事業計画書（様式第１号別紙４）  
２　補助対象経費が分かる見積書の写し  
３　従来の給湯機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が得ら

れることを証明するもの（様式第１号別紙８）  
４　３の数字の根拠が分かる書類（カタログ等）  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑧高効率空調機器

１　事業計画書（様式第１号別紙９）  
２　申請者の登記事項証明書の写し  
３　申請者の役員等氏名一覧表（様式第１号別紙２）  
４　補助対象設備の見積書の写し  
５　従来の空調機器に対して30％以上の省ＣＯ２効果が得ら

れることを証明するもの（様式任意）  
６　５の数字の根拠が分かる書類（様式任意）  
７　補助対象設備の設置場所のわかる図面等  
８　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類



【別記３】 

様式第１号　別紙１ 

 

事業計画書（太陽光発電設備） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

 補助対象設備を設置する建築物の所

在地
 補助対象設備を設置する建築物の区

分
事業所　・　家庭　・　公共施設

 
工事着工予定日 年　　月　　日

 
工事完了予定日 年　　月　　日

 

施工業者

事業者名

 代表者氏名

 所在地

 電話番号

 担当者氏名
 

太陽光電池モジュール

メーカー名

 型式
 台数

 出力

 

パワーコンディショナー

メーカー名
 型式

 台数
 出力

 
（事業所又は家庭の場合） 

太陽光発電設備の最大出力

ｋＷ 

（小数点以下切捨て）

 
（公共施設の場合） 

補助対象経費
円（税抜き）

 補助金交付申請額 

（事業用：最大出力×５万円）  

（家庭用：最大出力×７万円）  

（公共施設：補助対象経費の１／２）

 

円  

（千円未満切捨て）

改正後



【別記３】 

【電力消費計画】 

 

 

 太陽光発電設備の容量 kW　

 年間発電想定量（Ａ） kWh　

 年間自家消費想定量（Ｂ） kWh　
 自家消費想定割合（Ｂ）/（Ａ） ％　



【別記３】 

様式第１号　別紙１ 

 

事業計画書（太陽光発電設備） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

 補助対象設備を設置する建築物の所

在地
 補助対象設備を設置する建築物の区

分
事業所　・　家庭　・　公共施設

 
工事着工予定日 年　　月　　日

 
工事完了予定日 年　　月　　日

 

施工業者

事業者名

 代表者氏名

 所在地

 電話番号

 担当者氏名
 

太陽光電池モジュール

メーカー名

 型式
 台数

 出力

 

パワーコンディショナー

メーカー名
 型式

 台数
 出力

 
（事業所又は家庭の場合） 

太陽光発電設備の最大出力

ｋＷ 

（小数点第２位未満切捨て）

 
（公共施設の場合） 

補助対象経費
円（税抜き）

 補助金交付申請額 

（事業用：最大出力×５万円）  

（家庭用：最大出力×７万円）  

（公共施設：補助対象経費の１／２）

 

円  

（千円未満切捨て）

改正前



【別記３】 

【電力消費計画】 
 太陽光発電設備の容量 kW　

 年間発電想定量（Ａ） kWh　

 年間自家消費想定量（Ｂ） kWh　
 自家消費想定割合（Ｂ）/（Ａ） ％　



【別記４】 

様式第１号　別紙３ 

 

事業計画書（蓄電池） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
事業所　・　家庭

 
工事着工予定日 年　月　日

 
工事完了予定日 年　月　日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

蓄電池

メーカー名

 
型式

 
台数

 
蓄電容量（Ａ）

kWh　  
（小数点以下切捨て）

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ｂ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
確認用（Ｂ）／（Ａ） 
※家庭用：15.5万円 / kWh 
※業務用：19万円 / kWh

　　　　　　　円／ kWh

 
補助金交付申請額 

（（Ｂ）×１／３） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正後



【別記４】 

様式第１号　別紙３ 

 

事業計画書（蓄電池） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
事業所　・　家庭

 
工事着工予定日 年　月　日

 
工事完了予定日 年　月　日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

蓄電池

メーカー名

 
型式

 
台数

 
蓄電容量（Ａ）

kWh　  
（小数点第２位未満切捨て）

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ｂ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
確認用（Ｂ）／（Ａ） 
※家庭用：15.5万円 / kWh 
※業務用：19万円 / kWh

　　　　　　　円／ kWh

 
補助金交付申請額 

（（Ｂ）×１／３） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正前



【別記５】 

様式第１号　別紙４ 

 

事業計画書（給湯器） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

※給湯器効率は、カタログ等で確認の上、「年間給湯保温効率」または「年

間給湯効率」を記載ください。 

 

 

 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
家庭

 
対象設備購入日 年　月　日

 
対象設備設置完了日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

既設給湯器 

（廃棄分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

高効率給湯器 

（新規購入分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ａ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
補助金交付申請額 

（（Ａ）×１／２） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正後



【別記５】 

様式第１号　別紙４ 

 

事業計画書（給湯器） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

※給湯器効率は、カタログ等で確認の上、「年間給湯保温効率」または「年

間給湯効率」を記載ください。

 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
家庭

 
対象設備購入費 年　月　日

 
対象設備設置完了日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

既設給湯器 

（廃棄分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

高効率給湯器 

（新規購入分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ａ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
補助金交付申請額 

（（Ａ）×１／２） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正前



【別記６】 

様式第３号　別紙１ 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

変更事業計画書（太陽光発電設備） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

１　変更後計画 
 補助対象設備を設置する建築物の所

在地
 補助対象設備を設置する建築物の区

分
事業所　・　家庭　・　公共施設

 
工事着工予定日 年　　月　　日

 
工事完了予定日 年　　月　　日

 

施工業者

事業者名

 代表者氏名
 所在地

 電話番号

 担当者氏名

 

太陽光電池モジュール

メーカー名

 型式
 台数

 出力

 

パワーコンディショナー

メーカー名

 型式

 台数
 出力

 
（事業所又は家庭の場合） 

太陽光発電設備の最大出力

ｋＷ 

（小数点以下切捨て）

 
（公共施設の場合） 

補助対象経費
円（税抜き）

 補助金交付申請額 

（事業用：最大出力×５万円）  

（家庭用：最大出力×７万円）  

（公共施設：補助対象経費の１／２）

円 

（千円未満切捨て）

改正後



【別記６】 

様式第３号　別紙１ 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

変更事業計画書（太陽光発電設備） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

１　変更後計画 
 補助対象設備を設置する建築物の所

在地
 補助対象設備を設置する建築物の区

分
事業所　・　家庭　・　公共施設

 
工事着工予定日 年　　月　　日

 
工事完了予定日 年　　月　　日

 

施工業者

事業者名

 代表者氏名
 所在地

 電話番号

 担当者氏名

 

太陽光電池モジュール

メーカー名

 型式
 台数

 出力

 

パワーコンディショナー

メーカー名

 型式

 台数
 出力

 
（事業所又は家庭の場合） 

太陽光発電設備の最大出力

ｋＷ 

（小数点第２位未満切捨て）

 
（公共施設の場合） 

補助対象経費
円（税抜き）

 補助金交付申請額 

（事業用：最大出力×５万円）  

（家庭用：最大出力×７万円）  

（公共施設：補助対象経費の１／２）

円 

（千円未満切捨て）

改正前



【別記７】 

様式第３号　別紙２ 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

変更事業計画書（蓄電池） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

 

 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
事業所　・　家庭

 
工事着工予定日 年　月　日

 
工事完了予定日 年　月　日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

蓄電池

メーカー名

 
型式

 
台数

 
蓄電容量（Ａ）

kWh　  
（小数点以下切捨て）

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ｂ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
確認用（Ｂ）／（Ａ） 
※家庭用：15.5万円／kWh 
※業務用：19万円／kWh

　　　　　　　円／ kWh

 
補助金交付申請額 

（（Ｂ）×１／３） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正後



【別記７】 

様式第３号　別紙２ 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

変更事業計画書（蓄電池） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
事業所　・　家庭

 
工事着工予定日 年　月　日

 
工事完了予定日 年　月　日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

蓄電池

メーカー名

 
型式

 
台数

 
蓄電容量（Ａ）

kWh　  
（小数点第２位未満切捨て）

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ｂ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
確認用（Ｂ）／（Ａ） 
※家庭用：15.5万円／kWh 
※業務用：19万円／kWh

　　　　　　　円／ kWh

 
補助金交付申請額 

（（Ｂ）×１／３） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正前



【別記８】 

様式第３号　別紙３ 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

変更事業計画書（給湯器） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

※給湯器効率は、カタログ等で確認の上、「年間給湯保温効率」または「年

間給湯効率」を記載ください。 

 

 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
家庭

 
対象設備購入日 年　月　日

 
対象設備設置完了日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

既設給湯器 

（廃棄分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

高効率給湯器 

（新規購入分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ａ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
補助金交付申請額 

（（Ａ）×１／２） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正後



【別記８】 

様式第３号　別紙３ 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

変更事業計画書（給湯器） 

 

申請者氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　 

 

※給湯器効率は、カタログ等で確認の上、「年間給湯保温効率」または「年

間給湯効率」を記載ください。 

 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の所在地
 補 助 対 象 設 備 を 設 置 す る

建築物の区分
家庭

 
対象設備購入費 年　月　日

 
対象設備設置完了日

 

施工業者

事業者名

 
代表者氏名

 
所在地

 
電話番号

 
担当者氏名

 

既設給湯器 

（廃棄分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

高効率給湯器 

（新規購入分）

メーカー名

 
型式

 
給湯器効率

 

補助対象経費

設備購入費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
工事費 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
合計（Ａ） 　　　　　　　円（ 税 抜 き ）

 
補助金交付申請額 

（（Ａ）×１／２） 

※上限40万円

円 

（千円未満切捨て）　

改正前



【別記９】 

様式第７号（第11条関係） 

年　　月　　日 

魚津市長　　　　　　　宛 

 

（申請者）郵便番号　　　　　　　　　　　　　 

住所又は所在地　　　　　　　　　　 

氏名又は名称　　　　　　　　　　　 

電話番号　　　　　　　　　　　　　 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

実績報告書 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金の交付決定

を受けた補助対象事業について、必要書類を添えて次のとおり報告します。 

 

１　交付決定日及び交付決定通知番号 

 

２　補助金実績額 

 

３　本件担当者の氏名、連絡先等（申請者が法人の場合のみ） 

 

 
交付決定日 交付決定通知番号

 
　　　　年　　月　　日 魚津市指令　第　　号

 
補助金の種類 補助金実績額

 
円

 
実績額合計 円

 
担当者所属 電話番号

 
担当者氏名 E-Mail

改正後



【別記９】 

４　添付書類 

 

 
①自家消費型  

太陽光発電設備  
（ＰＰＡ）

１　実績報告書個票（太陽光発電設備）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　系統連携契約を証明する書類の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
②ＰＰＡ事業用  

蓄電池  
※①の付帯設備

１　実績報告書個票（蓄電池）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象事業契約書の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
③自家消費型  

太陽光発電設備  
（公共施設ＰＰＡ）

１　実績報告書個票（太陽光発電設備）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　系統連携契約を証明する書類の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

④自家消費型  
太陽光発電設備  
（自己所有者用）

１　実績報告書個票（太陽光発電設備）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　系統連携契約を証明する書類の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
⑤自己所有  

事業用蓄電池  
※③の付帯設備

１　実績報告書個票（蓄電池）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑥高効率給湯器  
（自己所有）

１　実績報告書個票（給湯器）  
２　給湯器設置前後の写真（設置の全景と、製造年・型式

等が確認できる写真）  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑦高効率給湯器  
（リース）

１　実績報告書個票（給湯器）  
２　給湯器設置前後の写真（設置の全景と、製造年・型式

等が確認できる写真）  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑧高効率空調機器

１　実績報告書個票（高効率空調機器）  
２　高効率空調機器設置前後の写真（更新の様子が確認で

きるもの）  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　省エネ診断等の診断結果の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類



【別記９】 

様式第７号（第11条関係） 

年　　月　　日 

魚津市長　　　　　　　宛 

 

（申請者）郵便番号　　　　　　　　　　　　　 

住所又は所在地　　　　　　　　　　 

氏名又は名称　　　　　　　　　　　 

電話番号　　　　　　　　　　　　　 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金 

実績報告書 

 

魚津市地域脱炭素移行・再エネ推進重点対策加速化事業補助金の交付決定

を受けた補助対象事業について、必要書類を添えて次のとおり報告します。 

 

１　交付決定日及び交付決定通知番号 

 

２　補助金実績額 

 

３　本件担当者の氏名、連絡先等（申請者が法人の場合のみ） 

 

 
交付決定日 交付決定通知番号

 
　　　　年　　月　　日 魚津市指令　第　　号

 
補助金の種類 補助金実績額

 
円

 
実績額合計 円

 
担当者所属 電話番号

 
担当者氏名 E-Mail

改正前



【別記９】 

４　添付書類 
 

①自家消費型  
太陽光発電設備  

（ＰＰＡ）

１　実績報告書個票（太陽光発電設備）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　系統連携契約を証明する書類の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
②ＰＰＡ事業用  

蓄電池  
※①の付帯設備

１　実績報告書個票（蓄電池）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象事業契約書の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
③自家消費型  

太陽光発電設備  
（公共施設ＰＰＡ）

１　実績報告書個票（太陽光発電設備）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　系統連携契約を証明する書類の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

④自家消費型  
太陽光発電設備  
（自己所有者用）

１　実績報告書個票（太陽光発電設備）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　系統連携契約を証明する書類の写し  
５　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 
⑤自己所有  

事業用蓄電池  
※③の付帯設備

１　実績報告書個票（蓄電池）  
２　施工前後の写真  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑥高効率給湯器  
（自己所有）

１　実績報告書個票（給湯器）  
２　給湯器設置前後の写真（設置の全景と、製造年・型式

等が確認できる写真）  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑦高効率給湯器  
（リース）

１　実績報告書個票（給湯器）  
２　給湯器設置前後の写真（設置の全景と、製造年・型式

等が確認できる写真）  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

 

⑧高効率空調機器

１　実績報告書個票（高効率空調機器）  
２　高効率空調機器設置前後の写真（更新の様子が確認で

きるもの）  
３　補助対象設備の設置に係る領収書等の写し  
４　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類



附　則 

（施行期日） 

１　この告示は、公表の日から施行する。 

（経過措置） 

２　この告示の施行の際、この告示による改正前の要綱の様式により使用さ

れている書類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 


